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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第124期

中間連結会計期間
第125期

中間連結会計期間
第124期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 31,182 34,523 68,389

経常利益 （百万円） 1,589 1,747 4,202

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,294 275 3,217

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,567 834 4,411

純資産額 （百万円） 19,722 22,820 22,566

総資産額 （百万円） 51,950 52,240 53,861

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 215.56 45.81 535.70

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 215.11 45.79 534.59

自己資本比率 （％） 37.9 43.6 41.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 979 1,627 3,173

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △287 △824 △725

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △448 △512 △1,901

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 4,883 5,744 5,255

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における経営成績は以下のとおりです。

売上高は34,523百万円（前年同期比3,340百万円の増収）となり、中間連結会計期間としては過去最高の結果とな

りました。損益面は営業利益が2,127百万円（前年同期比1,042百万円の増益）、経常利益は1,747百万円（前年同期

比157百万円の増益）となり、いずれも中間連結会計期間としては過去最高の結果となりました。

一方、当社の自動車安全部品事業において過去に製造した製品に対して、顧客が実施した保証延長対応に伴う費用

負担見込額として、当中間連結会計期間において製品保証損失を990百万円、また機能製品事業（防災関連）におい

て、製造過程で発生した品質不良に伴う製品保証損失、棚卸資産評価損、製品補償対策費を合計130百万円、それぞ

れ特別損失として計上することといたしました。

その結果、親会社株主に帰属する中間純利益は275百万円（前年同期比1,019百万円の減益）となりました。

当中間連結会計期間末の総資産は52,240百万円であり、前連結会計年度末に比べ1,620百万円減少いたしました。

これは、現金及び預金の増加474百万円、受取手形、売掛金及び契約資産の減少669百万円、電子記録債権の減少652

百万円、棚卸資産の減少419百万円、有形固定資産の減少83百万円などが影響したものです。

負債は29,420百万円であり、前連結会計年度末に比べ1,875百万円減少いたしました。これは、支払手形及び買掛

金の減少766百万円、電子記録債務の減少2,198百万円、短期借入金の増加1,403百万円、長期借入金の減少1,031百万

円、製品保証引当金の増加985百万円などが影響したものです。

純資産は22,820百万円であり、自己資本比率は43.6％（前連結会計年度末は41.8％）となりました。

 

以下、各事業のセグメント別概況についてご報告申し上げます。

当社は、事業本部制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「自動車安全部品事業」

「機能製品事業」の２つを報告セグメントとしております。

 

①自動車安全部品事業

当中間連結会計期間では、一部顧客及び地域における生産調整の影響は収束し、円安効果に加え、原材料費の市況

変動分及び労務費上昇分の一部を売価に転嫁した結果、シートベルト関連では前年同期並みでしたが、エアバッグ関

連、内装品関連においては前年同期比増収となりました。

この結果、当事業の売上高は25,713百万円（前年同期比1,752百万円の増収）となり、損益面も大幅に改善し、営

業利益は1,798百万円（前年同期比670百万円の増益）となりました。

 

②機能製品事業

パルテム関連(管路更生事業)は、過去最高水準であった前年度からの繰越工事を期初より着実に実施し、前年同期

を上回る水準で業績が推移しています。

防災関連は、大口径ホースシステムの大型案件があった前年同期比で減収減益となりました。上記の特別損失を計

上することとなり、改めて製品の品質を最優先とする体制を再構築し、お客様からの信用回復に努めてまいります。

産業資材関連は、主力の広巾織物や物流関連など各製品の販売が前年同期比で堅調に推移しました。また新規分野

である住宅・土木関連向け地盤改良商品は当期に大型土木工事案件の施工・納入がありました。

この結果、当事業の売上高は8,793百万円（前年同期比1,589百万円の増収）となり、営業利益につきましては635

百万円（前年同期比324百万円の増益）となりました。

 

③その他事業

当事業の売上高は16百万円、営業利益は７百万円となりました。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、5,744百万円となり、前連結会

計年度末に比べ489百万円増加しました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

EDINET提出書類

芦森工業株式会社(E00577)

半期報告書

 3/21



営業活動の結果獲得した資金は1,627百万円（前年同期は979百万円の獲得）となりました。主な内訳は、税金等調

整前中間純利益701百万円、減価償却費864百万円、製品保証引当金の増加額986百万円、売上債権の減少額1,481百万

円、棚卸資産の減少額668百万円、仕入債務の減少額3,114百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は824百万円（前年同期は287百万円の使用）となりました。主な内訳は、有形固定資

産の取得による支出1,010百万円、有形固定資産の売却による収入156百万円、無形固定資産の取得による支出58百万

円、投資有価証券の売却による収入81百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は512百万円（前年同期は448百万円の使用）となりました。主な内訳は、短期借入金

の純増額1,041百万円、長期借入れによる収入600百万円、長期借入金の返済による支出1,711百万円、配当金の支払

額600百万円等であります。

 

(3)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

(5)研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、608百万円であります。なお、当中間連

結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6)主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当中間

連結会計期間において、重要な変更があったものはありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,056,939 6,056,939
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 6,056,939 6,056,939 － －

 
 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減
額　　　　　
　（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 2024年４月１日～

 2024年９月30日
－ 6,056,939 － 8,388 － 1,631
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

豊田合成株式会社 愛知県清須市春日長畑１番地 1,703 28.30

芦森工業取引先持株会 大阪府摂津市千里丘７丁目11番61号 396 6.59

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティAIR
196 3.27

芦森工業従業員持株会 大阪府摂津市千里丘７丁目11番61号 175 2.92

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 131 2.19

三協株式会社 東京都江戸川区西一之江１丁目11番３号 112 1.86

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社）

25 Cabot Square, Canary Wharf, London

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９番７号

大手町フィナンシャルシティサウスタ

ワー）

89 1.49

棚橋　都 愛知県北名古屋市 87 1.46

DFA INTL SMALL CAP VALUE

PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300, BEE CAVE ROAD

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

84 1.40

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
67 1.11

計 － 3,045 50.59

　（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　  196千株

　株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　                  131千株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 37,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,973,100 59,731 －

単元未満株式 普通株式 46,239 － －

発行済株式総数  6,056,939 － －

総株主の議決権  － 59,731 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

芦森工業株式会社
大阪府摂津市千里丘７丁目

11番61号
37,600 － 37,600 0.62

計 － 37,600 － 37,600 0.62

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、ひびき監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,290 5,764

受取手形、売掛金及び契約資産 13,012 12,343

電子記録債権 1,840 1,188

商品及び製品 2,600 2,652

仕掛品 1,428 1,382

原材料及び貯蔵品 9,135 8,709

その他 1,414 1,409

貸倒引当金 △68 △67

流動資産合計 34,652 33,382

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,451 5,481

機械装置及び運搬具（純額） 3,102 2,932

工具、器具及び備品（純額） 1,223 1,248

土地 5,868 5,694

リース資産（純額） 52 85

建設仮勘定 85 258

有形固定資産合計 15,783 15,699

無形固定資産   

のれん 435 353

その他 364 401

無形固定資産合計 799 755

投資その他の資産   

投資有価証券 1,646 1,419

繰延税金資産 249 241

退職給付に係る資産 505 517

その他 239 238

貸倒引当金 △15 △14

投資その他の資産合計 2,625 2,403

固定資産合計 19,209 18,858

資産合計 53,861 52,240
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,435 5,669

電子記録債務 5,561 3,363

短期借入金 2,135 3,538

１年内返済予定の長期借入金 2,801 2,672

１年内償還予定の社債 3,000 3,000

リース債務 18 15

未払金 1,284 973

未払法人税等 474 545

未払消費税等 172 128

賞与引当金 636 765

役員賞与引当金 62 -

製品保証引当金 67 549

その他の引当金 35 47

その他 1,239 1,460

流動負債合計 23,924 22,729

固定負債   

長期借入金 5,000 3,969

リース債務 52 64

退職給付に係る負債 1,938 1,952

製品保証引当金 - 503

資産除去債務 29 29

繰延税金負債 265 87

その他 84 84

固定負債合計 7,370 6,690

負債合計 31,295 29,420

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,388 8,388

資本剰余金 1,632 1,632

利益剰余金 10,901 10,565

自己株式 △148 △109

株主資本合計 20,774 20,477

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 519 345

繰延ヘッジ損益 - 150

為替換算調整勘定 1,022 1,610

退職給付に係る調整累計額 202 195

その他の包括利益累計額合計 1,743 2,302

新株予約権 24 16

非支配株主持分 24 24

純資産合計 22,566 22,820

負債純資産合計 53,861 52,240
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

     （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 31,182 34,523

売上原価 26,518 28,808

売上総利益 4,664 5,715

販売費及び一般管理費 ※ 3,579 ※ 3,587

営業利益 1,085 2,127

営業外収益   

受取利息 11 21

受取配当金 17 19

受取賃貸料 23 20

為替差益 533 -

助成金収入 15 13

その他 52 60

営業外収益合計 654 136

営業外費用   

支払利息 100 78

賃貸収入原価 6 6

持分法による投資損失 36 16

為替差損 - 357

その他 7 57

営業外費用合計 149 516

経常利益 1,589 1,747

特別利益   

投資有価証券売却益 132 74

特別利益合計 132 74

特別損失   

製品保証損失 - 994

棚卸資産評価損 - 96

製品補償対策費 - 29

特別損失合計 - 1,120

税金等調整前中間純利益 1,722 701

法人税、住民税及び事業税 219 583

法人税等調整額 202 △157

法人税等合計 421 425

中間純利益 1,300 275

非支配株主に帰属する中間純利益 5 0

親会社株主に帰属する中間純利益 1,294 275
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 1,300 275

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 126 △174

繰延ヘッジ損益 △698 150

為替換算調整勘定 821 542

退職給付に係る調整額 △3 △6

持分法適用会社に対する持分相当額 21 45

その他の包括利益合計 267 558

中間包括利益 1,567 834

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,561 833

非支配株主に係る中間包括利益 5 0
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,722 701

減価償却費 856 864

のれん償却額 81 81

製品保証引当金の増減額（△は減少） △53 986

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） △0 △31

受取利息及び受取配当金 △28 △40

支払利息 100 78

為替差損益（△は益） △156 134

持分法による投資損益（△は益） 36 16

投資有価証券売却損益（△は益） △132 △74

売上債権の増減額（△は増加） 2,128 1,481

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,534 668

仕入債務の増減額（△は減少） △2,154 △3,114

その他の流動資産の増減額（△は増加） 750 △2

その他の流動負債の増減額（△は減少） 482 201

未払金の増減額（△は減少） 229 △200

未払消費税等の増減額（△は減少） △267 △43

その他 △612 423

小計 1,446 2,130

利息及び配当金の受取額 28 48

利息の支払額 △100 △78

法人税等の支払額 △435 △476

法人税等の還付額 40 2

営業活動によるキャッシュ・フロー 979 1,627

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △17 △10

定期預金の払戻による収入 144 24

有形固定資産の取得による支出 △551 △1,010

有形固定資産の売却による収入 34 156

無形固定資産の取得による支出 △50 △58

投資有価証券の取得による支出 △6 △9

投資有価証券の売却による収入 158 81

その他 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △287 △824

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △480 1,041

長期借入れによる収入 1,700 600

長期借入金の返済による支出 △1,355 △1,711

自己株式の取得による支出 △0 △1

自己株式の処分による収入 0 -

リース債務の返済による支出 △12 △8

配当金の支払額 △300 △600

その他 - 168

財務活動によるキャッシュ・フロー △448 △512

現金及び現金同等物に係る換算差額 239 198

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 481 489

現金及び現金同等物の期首残高 4,402 5,255

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,883 ※ 5,744
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。

　なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表へ

の影響はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

荷造運送費 887百万円 778百万円

給料賃金手当 894 988

賞与引当金繰入額 116 113

退職給付費用 83 64

貸倒引当金繰入額 － △0

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 4,901百万円 5,764百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △17 △20

現金及び現金同等物 4,883 5,744
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

配当金支払額

決　　議 株式の種類

配当金の

総額

(百万円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 300 50.0 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

配当金支払額

決　　議 株式の種類

配当金の

総額

(百万円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 600 100.0 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間
連結損益
計算書
計上額
(注)３

 
自動車
安全部品
事業

機能製品
事業

計

売上高        

自動車安全部品 23,961 － 23,961 － 23,961 － 23,961

パルテム － 3,513 3,513 － 3,513 － 3,513

防災 － 1,126 1,126 － 1,126 － 1,126

産業資材 － 2,563 2,563 － 2,563 － 2,563

その他 － － － 14 14 － 14

顧客との契約から生

じる収益
23,961 7,203 31,165 14 31,180 － 31,180

その他の収益 － － － 2 2 － 2

外部顧客への売上高 23,961 7,203 31,165 17 31,182 － 31,182

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 23,961 7,203 31,165 17 31,182 － 31,182

セグメント利益 1,127 311 1,438 7 1,446 △361 1,085

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業と売電事業を含んで

おります。

　　　２．セグメント利益の調整額△361百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれんの発生益）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間
連結損益
計算書
計上額
(注)３

 
自動車
安全部品
事業

機能製品
事業

計

売上高        

自動車安全部品 25,713 － 25,713 － 25,713 － 25,713

パルテム － 4,804 4,804 － 4,804 － 4,804

防災 － 660 660 － 660 － 660

産業資材 － 3,328 3,328 － 3,328 － 3,328

その他 － － － 14 14 － 14

顧客との契約から生

じる収益
25,713 8,793 34,507 14 34,521 － 34,521

その他の収益 － － － 1 1 － 1

外部顧客への売上高 25,713 8,793 34,507 16 34,523 － 34,523

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 25,713 8,793 34,507 16 34,523 － 34,523

セグメント利益 1,798 635 2,433 7 2,441 △314 2,127

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業と売電事業を含んで

おります。

　　　２．セグメント利益の調整額△314百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれんの発生益）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項　(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 215円56銭 45円81銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 1,294 275

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
1,294 275

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,005 6,012

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 215円11銭 45円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額　（百

万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 12 8

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月８日

芦森工業株式会社

取締役会　御中

 

ひびき監査法人

　大阪事務所

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 藤田　貴大

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 卜部　陽士

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている芦森工業株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、芦森工業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注
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記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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